
 

 

 

平成２４年度 

 

               

 

 

 

 

 

東京都における中小企業の労働事情 
 
 

－中小企業労働事情実態調査報告書－ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 東京都中小企業団体中央会 
 

認証・登録番号0003381 
エコアクション21



 

 

 

ま え が き 

 

 

我が国は、領土をめぐる近隣諸国との関係悪化、混迷する政治、消費増税やエネルギー問

題、そして、歴史に類をみない超少子高齢化社会の到来など、多様で深刻な課題に直面して

いる。 

経済面においては、欧州の債務危機や中国との関係悪化に伴う大幅な輸出の落ち込み、デ

フレ経済と過度な円高、さらに電気料金の値上げが企業のコスト増を招くなど、閉塞感が漂

う先行き不透明な状況にある。 

依然として、厳しい経営環境下にある中小企業が、経営を継続していくためには、試練を

乗り越えて、前進する姿勢が求められている。 

 このような状況のもと本会では、東京都における中小企業の労働事情を的確に把握するた

め、昭和３９年度より数えて今回で４９回目となる「中小企業労働事情実態調査」を実施し

た。   

その内容は、経営状況、労働時間、賃金等に関する時系列的調査項目のほか、育児休業・

介護休業制度の整備状況、高年齢者や障がい者の雇用状況など直面する労働情勢に関連した

重点項目を加えて調査を行った。 

 本報告書が、都内中小企業、特に小規模企業が抱えている労働事情の実態把握と現状に即

した対応策を講ずるための資料として、関係各位の一助となれば幸いである。 

 最後に、本調査の実施に当たり、ご多用の中ご協力をいただいた関係組合及び調査協力事

業所に対し、深く感謝申し上げる次第である。 

 

  平成２５年１月 

 

 

                    東京都中小企業団体中央会 
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Ⅰ 平成２４年度中小企業労働事情実態調査実施要領 
 

１．調査目的 

   この調査は、中小企業における労働事情を的確に把握し、適正な中小企業労働対策の樹立並びに時

宜を得た雇用・労働対策事業の推進に資することを目的に実施する。 

 

２．調査実施方法 

   郵送調査・郵送回収 

 

３．調査時点 

   平成２４年７月１日現在 

 

４．調査実施期間 

   平成２４年７月１日～７月１０日 

 

５．調査対象業種と分類 

 （１）製 造 業 ９業種…「食料品製造業」、「繊維工業」、「木材・木製品製造業」、「印刷・同関

連業」、「窯業・土石製品製造業」、「化学工業」、「金属・同製品製造

業」、「機械器具製造業」、「その他の製造業」 

  （２）非製造業 ５業種…「情報通信業」、「運輸業」、「建設業」、「卸・小売業（飲食店を除く。）」、 

「サービス業（娯楽を除く。）」 

 

６．調査対象事業所 

   東京都内にある中小企業団体傘下の事業所で、従業員３００人以下の１，５００事業所を対象とす

る。 

 

７．調査対象業種比率及び従業員規模別事業所比率 

   製造業９００事業所（９業種各１００事業所）、非製造業６００事業所（５業種各１２０事業所）

である。ただし、非製造業のうち、「卸・小売業」については、「卸売業」６０事業所、「小売業」

６０事業所としている。 

製造業 各１００事業所 非製造業 各１２０事業所  

１０人未満 ２０％ ２０事業所 １０人未満 ３０％ ３６事業所 

１０～２９人 ３５％ ３５事業所 １０～２９人 ４０％ ４８事業所 

３０～９９人 ３５％ ３５事業所 ３０人以上 ３０％ ３６事業所 

１００～３００人 １０％ １０事業所  

 

８．調査票の様式 

   「平成２４年度中小企業労働事情実態調査票」参照 

－ 1 －
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９．集計 

   本調査の集計は、回収した調査票をもとに、従業員規模別、業種別に行った。 

 

 

※1 集計結果の％表示は、原則として小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計が１００％になら

ない場合がある。 

※2 図、表中の（Ｓ・Ａ）は単一回答、（Ｍ・Ａ）は複数回答、ｎは回答数である。 

－ 2 －
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Ⅱ 調査結果の概要 
 

回答事業所数内訳 

 調査対象１，５００事業所のうち、有効回答事業所は５１１事業所で、有効回答率３４．１％であった。 

 

規模別回答事業所数内訳 

 調査結果をみると、業種計で１００人未満の事業所が４７７と、全体の９３．３％を占めており、さら

に３０人未満の事業所では３２７と、全体の６４．０％となっている。（表１） 

 

表１    規模別回答事業所数 

       （事業所数、（ ）内の単位は％） 

規模 

業種  
１～９人 １０～２９人 ３０～９９人 １００～３００人 合  計 

業種計 １６９ 

（３３．１） 

１５８ 

（３０．９）

１５０ 

（２９．４）

３４ 

（６．７） 

５１１ 

（１００） 

製造業計 ８９ 

（３１．０） 

９１ 

（３１．７）

８６ 

（３０．０）

２１ 

（７．３） 

２８７ 

（１００） 

非製造業計 ８０ 

（３５．７） 

６７ 

（２９．９）

６４ 

（２８．６）

１３ 

（５．８） 

２２４ 

（１００） 

 

  従って、本報告書にみられる調査結果は、小規模企業の経営並びに労働事情の実態を反映したものとな

っている。 

 

１．従業員数 

  従業員総数は１７，６３９人であり、男性１２，５６９人（７１．３％）、女性５，０７０人 

 (２８．７％)で、１事業所当たりの平均従業員数は３４．５人である。 

  製造業の合計は１０，４２２人で、男性は７，１８２人（６８．９％）、女性は３，２４０人     

(３１．１％)となっており、２８７事業所の１事業所当たりの平均従業員数は３６．３人である。非製

造業の合計は７，２１７人で、男性は５，３８７人（７４．６％）、女性は１，８３０人(２５．４％)

となっており、２２４事業所の１事業所当たりの平均従業員数は３２．２人である。（図１） 

平均従業員数を対前年度比でみると、全体で０．６人、製造業は０．６人、非製造業では１．３人と、

いずれも減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,830 

3,240 

5,070 

5,387 

7,182 

12,569 

7,217 

10,422 

17,639 

0 5,000 10,000 15,000 20,000

東京都非製造業

東京都製造業

東京都全体

図１ 従業員数〔（S・A）n＝511〕

合計 男性 女性

－ 3 －
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(1)雇用形態 

従業員の雇用形態別構成は全体で、「正社員」が１３，８２７名（７８．４％）、「パートタイ

マー」が２，４８６名（１４．１％）、「嘱託・契約社員」が８５１名（４．８％）、アルバイト等

の「その他」が２５７名（１．５％）、「派遣」が２０２名（１．１％）であった。 

男女別にみると、男性は「正社員」が１０，９１５名（８６．９％）、「嘱託・契約社員」が 

６８３名（５．４％）、「パートタイマー」が６７４名（５．４％）、「その他」が１８２名  

（１．４％）、「派遣」が１００名（０．８％）で、女性は「正社員」が２，９１２名（５７．４％）、

「パートタイマー」が１，８１２名（３５．７％）、「嘱託・契約社員」が１６８名（３．３％）、

「派遣」が１０２名（２．０％）、「その他」が７５名（１．５％）となっている。 

雇用形態の構成を対前年度比でみると、全体で「正社員」が３．１ポイント減少しており、男性

は１．９ポイント、女性は５．０ポイント減少している。その他の形態では、女性の「パートタイマ

ー」が７．１ポイントと大幅に増加しており、正規労働者の減少、非正規労働者の増加を示す結果と

いえる。 

 

①女性常用労働者比率 

     常用労働者に占める女性の比率は全体で、「３０～５０％未満」と回答のあった事業所が 

   ２３．１％、「２０～３０％未満」が２０．２％、「１０～２０％未満」が１９．４％、「５０～ 

７０％未満」が１４．３％、「１０％未満」が１０．４％、「０％」が９．０％、「７０％～          

１００％未満」が２．２％、「１００％」が１．６％となっており、全体の平均は２８．１％とな

っている。製造業の平均は２９．８％、非製造業の平均は２６．１％である。 

     業種別でみると、女性常用労働者比率の高い業種は「繊維工業」の４４．０％で、次いで「食料

品製造業」の４１．２％、「その他の製造業」の３４．８％、「化学工業」の３４．１％の順とな

っている。これに対し、比率がもっとも低い業種は「運輸業」で、１２．１％となっている。 

②パートタイマー数内訳 

 パートタイマーの総数は２，４８６人であり、男性６７４人(２７．１％)、女性１，８１２人    

（７２．９％)で、１事業所当たりの平均パートタイマー数は４．９人となっている。 

      また、製造業の総数は１，５５５人で、男性３１６人(２０．３％)、女性１，２３９人(７９．７ 

  ％)となっており、１事業所当たり５．４人である。非製造業の総数は９３１人で、男性３５８人 

（３８．５％)、女性５７３人(６１．５％)となっており、１事業所当たり４．２人である。 

なお、パートタイマーを多く雇用している業種は全体で、「食料品製造業」（２８．４％）、「そ 

の他の製造業」（１６．７％）、「サービス業」（１６．６％）の順となっている。 

③パートタイマー比率 

     パートタイマーの比率を全体についてみると、「０％」が４７．３％（２４１事業所）、次いで 

「１０％未満」が１８．２％（９３事業所）、「１０～２０％未満」が９．６％（４９事業所）、 

「２０～３０％未満」が８．４％（４３事業所）、「５０～７０％未満」が７．５％（３８事業所） 

「３０～５０％未満」が６．９％（３５事業所）、「７０％以上」が２．２％（１１事業所）とな 

っており、全体の平均は１２．５％である。 

業種別でみると、パートタイマー比率が高い業種は「食料品製造業」で２８．４％、次いで「そ

の他の製造業」（１６．７％）、「サービス業」（１６．６％）などとなっている。比率が最も低

い業種は「建設業」で３．３％となっている。 
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２．労働組合の有無 

表２   労働組合の組織化状況 [(S・A) ｎ＝511] 

       （事業所数、( )内の単位は％） 

労組の有無 

業種  
労組あり 労組なし 合  計 

 業 種 計 ３２（６．３） ４７９（９３．７） ５１１（１００） 

 製 造 業 １９（６．６） ２６８（９３．４） ２８７（１００） 

 非 製 造 業 １３（５．８） ２１１（９４．２） ２２４（１００） 

  

 労働組合が組織されている事業所の割合は、平成１０年度以降は年々低下傾向を示していた。平成

１７年度調査で歯止めがかかり、平成１８年度はわずかながら上昇したが、平成１９年度は再び減少

した。平成２０年度は若干上昇したものの、平成２１年度はまた減少した。しかし、平成２２年度以降

は上昇を続けている。（図２） 

 

労働組合の組織化率を規模別でみると、全体では、従業員数が１～９人規模が３．０％、１０～２９

人規模が３．２％、３０～９９人規模が９．３％、１００～３００人規模が２３．５％となっており、

規模の大きさに比例して組織化率が高い。 

   業種別で組織化率の高さをみると、「金属・同製品製造業」（１４．９％）、「窯業・土石製品製造

業」（１２．９％）、「運輸業」（１０．３％）の順などとなっている。 
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図２ 労働組合組織化状況の推移
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３．経営に関する事項 

(1)現在の経営状況 

   経営状況を全体でみると、「変わらない」が４４．２％、「悪い」が４１．９％、「良い」が 

  １３．９％の順であった。（図３） 

   その割合を前年度と比べると、「悪い」は１６．８ポイント減、「変わらない」は９．５ポイント

増、「良い」は７．２ポイント増となっており、「悪い」とする比率は大きく減少し、「良い」とす

る比率が増加していることから、中小企業を取り巻く経営環境は、改善しているものと考えられる。 

   経営状況が「良い」とする割合が高い業種は、「機械器具製造業」が２７．８％、「情報通信業」

が２６．７％、「建設業」が２２．４％などとなっている。 

経営状況が「悪い」とする割合が高い業種は、「化学工業」が６１．５％、「印刷・同関連業」が

５５．９％、「その他の製造業」が５２．９％などとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)主要事業の今後の方針 

主要事業の今後の方針は全体で、「現状維持」が６１．８％、「強化拡大」が２４．７％、「縮小」

が１１．２％、「廃止」が１．８％の順であった。 

前年度と比較すると、「強化拡大」は２．３ポイント増、「現状維持」は２．４ポイント減、「縮

小」が０．３ポイント増、「廃止」が０．３ポイント減となっている。若干ではあるが「強化拡大」

が増加していることは、前出の経営状況好転の増加とともに、中小企業経営者の前向きな姿勢が感じ

られる。 

   規模別でみると、「強化拡大」と回答した事業所は、従業員数１００～３００人規模が最も多く 

  ３８．２％となっており、従業員数規模の小ささに比例してその回答比率は減少し、１～９人規模で

は１３．０％にとどまっている。「縮小」と回答した事業所は、１～９人規模が１８．３％と、最も

高い割合を示している。１００～３００人規模で「縮小」又は「廃止」と回答した事業所はなかった。

（図４） 
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図３ 現在の経営状況〔（S・A）n＝511、n（全国）＝19,056〕
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(3)経営上の障害 

    全体でみると、経営上の障害（３項目以内の複数回答）は、「販売不振・受注の減少」が４９．１

％、次いで「同業他社との競争激化」が３９．１％、「人材不足（質の不足）」が３０．７％の順な

どとなっている。 

   製造業では、「販売不振・受注の減少」が５５．７％、次いで「同業他社との競争激化」が 

３２．１％、「人材不足（質の不足）」が２６．８％の順などとなっており、非製造業では、「同業

他社との競争激化」が４８．２％、「販売不振・受注の減少」が４０．６％、次いで「人材不足（質

の不足）」が３５．７％の順などとなっている。（図５） 
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規模別にみると、従業員数１～９人規模では「販売不振・受注の減少」が５６．２％、次いで「同

業他社との競争激化」が３３．１％、「人材不足（質の不足）」２３．１％の順などとなっている。

１０～２９人規模でも「販売不振・受注の減少」が５３．８％、「同業他社との競争激化」が４１．８

％、「人材不足（質の不足）」が２９．７％の順などで、３０～９９人規模は「同業他社との競争激

化」が４２．０％、「人材不足（質の不足）」が３９．３％、「販売不振・受注の減少」が３８．０

％の順などである。１００～３００人規模では「同業他社との競争激化」が４４．１％、「販売不振

・受注の減少」が４１．２％、次いで「人材不足（質の不足）」が３５．３％の順などとなっている。 

 

 (4)経営上の強み   

経営上の強み（３項目以内の複数回答）を全体でみると、「顧客への納品・サービスの速さ」

が３１．４％、次いで「製品の品質・精度の高さ」が２８．７％、「製品・サービスの独自性」が

２６．９％などとなっており、スピーディーな対応、クオリティの高さと独自性にこだわった企業経 

営が中小企業の強みといえる。 

    製造業では「製品の品質・精度の高さ」が３９．５％、次いで「顧客への納品・サービスの速さ」

が３４．６％、「製品・サービスの独自性」が３１．１％の順などとなっており、非製造業では「商

品・サービスの質の高さ」が２９．６％、次いで「顧客への納品・サービスの速さ」が２７．４％、 
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次いで、「組織の機動力・柔軟性」が２５．６％の順などとなっている。（図６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

規模別にみると、従業員数１～９人規模では「顧客への納品・サービスの速さ」が３１．７％、 

次いで「商品・サービスの質の高さ」が２９．９％、「製品・サービスの独自性」と「製品の品質

・精度の高さ」が同率で２４．６％などとなっている。１０～２９人規模では「製品の品質・精度

の高さ」と「顧客への納品・サービスの速さ」が同率で３２．９％、次いで「製品・サービスの独

自性」が２４.１％などとなっており、３０～９９人規模では「製品・サービスの独自性」と「顧客

への納品・サービスの速さ」が同率で３０．７％、次いで「製品の品質・精度の高さ」が２８．０

％などとなっている。１００～３００人規模では「製品・サービスの独自性」が３５．３％、次い

で「製品の品質・精度の高さ」が３２．４％、「技術力・製品開発力」と「顧客への納品・サービ

スの速さ」が同率で２６．５％などとなっている。 
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４．従業員の労働時間 

(1)週所定労働時間 

   全体では、「４０時間」が５１．９％（前年度比５．７ポイント増）で最も多く、次いで「３８時

間以下」が２５．２％（同３．０ポイント増）、「３８時間超４０時間未満」が２２．１％     

（同１．５ポイント減）、「４０時間超４４時間以下」が０．８％（同７．１ポイント減）の順とな

っている。（図７）  

なお、「４０時間超４４時間以下」については特例事業場であることが考えられる。 

   （注）「４０時間超４４時間以下」の事業場は、労働基準法で認められている常時使用する労働者が１０人未満の特

例事業場（商業、映画・演劇業（映画の製作の事業を除く。）、保健衛生業並びに接客娯楽業）のみである。   

 

図７ 週所定労働時間〔（S･A）n（東京都）＝511、n（全国）＝18,693〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)月平均残業時間 

従業員１人当たりの月平均残業時間については、「０時間（残業なし）」と回答した事業所が

３７．４％（前年度比１．３ポイント増）で最も多く、次いで「１０時間未満」が２０．０％（同 

５．９ポイント減）、「１０～２０時間未満」が１７．０％（同２．２ポイント増）、「２０～３０

時間未満」が１３．９％（同０．９ポイント減）、「３０～５０時間未満」が９．８％（同２．１ポ

イント増）、「５０時間以上」が２．０％（同１．４ポイント増）の順となっている。（図８） 

 

図８ 月平均残業時間〔（S･A）n（東京都）＝511、n（全国）＝18,474〕 
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５．従業員の有給休暇 

 (1)平均付与日数・取得日数 

    従業員１人当たりの年次有給休暇の平均付与日数については、「１５～２０日未満」が５０．５

％（前年度比５．８ポイント増）で最も多く、次いで「２０～２５日未満」が２８．５％（同          

４．０ポイント増）、「１０～１５日未満」が２０．０％（同１０．６ポイント減）、「１０日未

満」が１．０％（同０．８ポイント増）となっている。（図９） 

      なお、東京においては、平均付与日数が「２５日以上」と回答した事業所はなかった。 

 

図９ 年次有給休暇の平均付与日数〔（S･A）n（東京都）＝499、n（全国）＝15,176〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、従業員１人当たりの平均取得日数は、全体で「５～１０日未満」が４０．９％（前年度比   

５．２ポイント減）で最も多く、次いで「１０～１５日未満」が２９．３％（同７．１ポイント増）、

「５日未満」が２１．８％（同２．７ポイント減）、「１５～２０日未満」が６．２％（同１．２

ポイント増）、「２０日以上」が１．８％（同０．３ポイント減）であった。（図１０） 

 

図１０ 年次有給休暇の平均取得日数〔（S･A）n（東京都）＝499、n（全国）＝15,176〕 
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６．育児休業 

(1)就業規則等における育児休業制度の整備 

就業規則等における育児休業制度に関する規定の整備については、全体で「整備している」と回答

した事業所が４８．５％、「整備していない」と回答した事業所が５１．５％であった。 

「整備していない」と回答した事業所を規模別にみると、従業員数１～９人規模が８５．２％と最

も多く、次いで１０～２９人規模が５５．１％、３０～９９人規模が１７．３％、１００～３００人

規模が１７．７％であった。（図１１） 

従業員数３０人以上の事業所では８割以上が整備しているものの、同３０人未満の事業所では半数

にもとどいておらず、早急な対応が望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）平成２４年７月１日より改正育児・介護休業法が全面施行され、これまで適用が猶予されていた    

従業員数１００人以下の事業主にも、①短時間勤務制度（所定労働時間の短縮措置）、②所定外労働

の制限、③介護休暇制度の導入が義務づけられ、就業規則等への記載が必要とされている。 

 

(2)平成２３年７月１日以降に育児休業を取得した従業員の有無 

平成２３年７月１日以降に育児休業を取得した従業員の有無については、全体で「いる」と回答し

た事業所が１１．４％、「いない」と回答した事業所が８８．６％であった。 

「いる」と回答した事業所を規模別にみると、従業員数１００～３００人規模が２９．４％と最も

多く、次いで３０～９９人規模が２０．０％、１０～２９人規模が９．５％、１～９人規模が１．８

％となっている。（図１２） 

規模の大きさに比例して、育児休業を取得した従業員がいる割合が高い。 
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図１２ 育児休業を取得した従業員の有無〔（S･A）n（東京都）＝511、n（全国）＝18,625〕

いる いない

－ 13 －

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、「いる」と回答した事業所を男女別にみると、男性従業員の比率は５．１％で、女性従業員

は９４．９％となっている。育児休業を取得している男性は、まだ僅かである。 

さらに、平成２３年７月１日以降に育児休業を取得した従業員数を男女別にみると、全体で男性は、

「１人」（１００％）のみであり、「２人」及び「３人以上」と回答した事業所はなかった。女性は、

「１人」が８３．９％、「２人」が１０．７％、「３人以上」が５．４％となっている。 

 

(3)働きながら育児をする従業員に対する支援 

働きながら育児をする従業員に対する支援（複数回答）について、全体でみると「特に支援はして

いない」が最も多く４８．５％、次いで「短時間勤務制度の導入」が２５．０％、「始業・終業時刻

の繰上げ・繰下げ」が２０．９％、「所定外労働の免除」が１８．２％などとなっている。 

   また、規模別にみると、従業員数１～９人規模では「特に支援はしていない」が最も多く６４．５

％、次いで「その他」が１５．４％、「短時間勤務制度の導入」が１１．２％などであり、１０～     

２９人規模では「特に支援はしていない」が最も多く５０．６％、次いで「短時間勤務制度の導入」

と「始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ」が同率で１８．４％などとなっている。３０～９９人規模で

は「特に支援はしていない」と「短時間勤務制度の導入」が同率で３６．０％と最も多く、次いで「始

業・終業時刻の繰上げ・繰下げ」が３１．３％などとなっており、１００～３００人規模では「短時

間勤務制度の導入」が最も多く７６．４％、次いで「所定外労働の免除」が５５．９％、「始業・終

業時刻の繰上げ・繰下げ」が４７．１％などとなっている。（図１３） 

平成２４年７月１日から改正育児・介護休業法が全面施行され、短時間勤務制度や所定外労働の制  

限が適用されているものの、従業員規模３０人未満の事業所では、過半数が未対応である現状が浮き

彫りとなった。 
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図１３ 育児をする従業員に対する支援〔（M･A）n（東京都）＝511、（全国）16,164〕

短時間勤務制度の導入 フレックスタイム制度の導入
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７．介護休業 

(1)就業規則等における介護休業制度の整備 

 就業規則等における介護休業制度に関する規定の整備については、全体で「整備している」と回答 

した事業所が３７．６％、「整備していない」と回答した事業所が６２．４％となっている。 

「整備していない」と回答した事業所を規模別にみると、従業員数１～９人規模が９１．１％と最 

も多く、次いで１０～２９人規模が６８．４％、３０～９９人規模が３４．０％、１００～３００人

規模が１７．６％となっている。（図１４） 

従業員数３０人未満の事業所の３分の２以上で介護休業制度に関する規定も未整備となっているこ 

とから、育児休業制度と併せて対応が望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)平成２３年７月１日以降に介護休業を取得した従業員の有無 

 平成２３年７月１日以降に介護休業を取得した従業員の有無については、全体で「いる」と回答し 

た事業所が２．９％、「いない」と回答した事業所が９７．１％となっている。 

「いる」と回答した事業所を規模別にみると、従業員数１～９人規模が３．０％、１０～２９人規 

模が３．２％、３０～９９人規模が２．７％、１００～３００人規模が２．９％となっている。 

（図１５） 
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図１４ 介護休業制度の規定の整備〔（S･A）n（東京都）＝511、n（全国）＝18,898〕

整備している 整備していない
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また、「いる」と回答した事業所を男女別にみると、男性従業員の比率は４２．９％、女性従業員

は５７．１％となっている。介護休業の取得については、従業員規模、性別においても大差はない結

果となった。 

 さらに、平成２３年７月１日以降に介護休業を取得した従業員数を男女別にみると、全体で男性は、

「１人」が８３．３％、「２人」が１６．７％、「３人以上」と回答した事業所はなかった。女性は、

「１人」（１００％）のみで、「２人」及び「３人以上」と回答した事業所はなかった。 

 

(3)働きながら介護をする従業員に対する支援 

 働きながら介護をする従業員に対する支援（複数回答）について全体でみると、「特に支援はして 

いない」が最も多く５８．７％、次いで「短時間勤務制度の導入」が１６．８％、「始業・終業時刻 

の繰上げ・繰下げ」が１４．７％、「所定外労働の免除」が１０．６％などとなっている。 

また、規模別にみると、従業員数１～９人規模では「特に支援はしていない」が最も多く６９．６ 

％、次いで「その他」が１７．９％、「短時間勤務制度の導入」と「始業・終業時刻の繰上げ・繰下

げ」が同率で３．６％などとなっており、１０～２９人規模では「特に支援はしていない」が最も多

く６５．２％、次いで「始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ」が１２．０％、「短時間勤務制度の導入」

が１０．１％などとなっている。３０～９９人規模では「特に支援はしていない」が最も多く 

４８．７％、次いで「短時間勤務制度の導入」が２８．７％、「始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ」

が２６．０％などとなっており、１００～３００人規模では「短時間勤務制度の導入」が最も多く 

６０．０％、次いで「介護休暇制度の導入」が４５．７％、「所定外労働の免除」が４４．１％など

となっている。（図１６） 
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その他
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８．新規学卒者の採用 

(1)平成２４年３月の新規学卒者の採用予定人数、実際の採用人数及び平均初任給額 

平成２４年３月の新規学卒者（第２新卒者、中途採用者を除く。）の採用予定人数は、専門学校卒

事務系を除き、高校卒、専門学校卒技術系、短大卒（含高専）、大学卒いずれも前年度比で増加した。

高校卒、専門学校卒技術系、大学卒事務系では前年度の実績と比べて、大幅に増加している。 

実際の採用人数については、高校卒事務系、専門学校卒事務系及び短大卒で、充足率は１００％と

なっている。前年度は技術系が８０％、事務系は７５％にとどまった大学卒は、技術系、事務系とも

に９０％を超える充足率となった。 

平均初任給額は、高校卒、短大卒技術系及び大学卒技術系で前年度より減少、専門学校卒は増加し

た。大学卒は、ほぼ横這いとなっている。（表３） 

表３ 新規学卒者の採用状況等及び平均初任給額 

（【 】は前年度値） 

     項 目 
 
学卒別 

採用予定人数
（人） 

実際の採用人
数   （人）

充足率 
（％）

平均採用人数 
（人） 

平均初任給額（円）
上段：単純平均 

下段：加重平均 

高校卒 

技術系 
７３  

【３４】 
   ６８ 

【３２】
９３．２

 【９４．１】
２．４３ 

【２．００】 

１６６，５１０
【１７０，３４９】

１６４，０４３
【１７０，８９３】

事務系 
２７  

【１２】 
   ２７ 

【１２】
１００．０

【１００．０】
 １．８０ 
【２．００】 

１６８，９９１
【１７７，４６７】

１６６，５０７
【１６７，３１７】

専門学校卒 

技術系 
４５  

【２０】 
   ４４ 

【２０】
９７．８

【１００．０】
 ２．７５ 
【２．８６】 

１９４，６８９
【１８４，３５７】

１９４，２３６
【１８５，０２５】

事務系 
６  

【６】 
    ６ 

【６】
１００．０

【１００．０】
 １．２０ 
【１．２０】 

１９１，２００
【１８１，０００】

１９１，８５０
【１８２，５００】

短大卒 
（含高専） 

技術系 
５  

【２】 
    ５ 

【２】
１００．０

【１００．０】
 １．２５ 
【１．００】 

１７３，０９８
【１７７，５００】

１７０，４７８
【１７７，５００】

事務系 
３  

【－】 
    ３ 

【－】
１００．０

    【－】
 １．５０ 
   【－】 

１９５，６６０
 【－】

２００，４４０
 【－】

大学卒 

技術系 
５６  

【４５】 
   ５２ 

【３６】
 ９２．９

 【８０．０】
 ２．２６ 
【１．８０】 

１９３，５６５
【１９６，６１３】

１９６，４６２
【２０１，０９５】

事務系 
８０  

【４８】 
   ７４ 

【３６】
 ９２．５

 【７５．０】
 ２．０６ 
【１．４４】 

２０３，９８９
【２０３，１９０】

２０３，６１３
【２０３，６９６】

※単純平均とは、１事業所当たりの平均で、加重平均は、１人当たりの平均である（以下、同じ。）。 
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(2)平成２５年３月の新規学卒者の採用計画 

平成２５年３月の新規学卒者（第２新卒者・中途採用者を除く。）の採用計画の有無については、

全体で、「ある」が１５．３％、「ない」が６２．０％、「未定」が２２．７％となっている。前年

度と比較した場合、「ある」と回答した割合は２．７ポイント増加していることから、中小企業の採

用意欲は若干上向いているものと思われる。 

平均採用予定人数については全体で、高校卒が２．３７人（前年度比０．３３人増）、専門学校卒 

が２．１１人（同０．４人増）、短大卒（含高専）が１．２２人（同０．２２人増）、大学卒が 

２．６６人（同０．３８人増）となっており、高校卒、専門学校卒、短大卒（含高専）及び大学卒い

ずれも、前年度比で採用予定人数は僅かながら増加している。（図１７） 

 

図１７  平成２５年３月の新規学卒者の採用計画の有無及び人数〔(S・A) ｎ＝511〕 
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９．高年齢者の雇用 

(1)６０歳以上の高年齢者の雇用の有無 

６０歳以上の高年齢者の雇用について、全体では「雇用している」と回答した事業所が７８．５％、 

「雇用していない」と回答した事業所が２１．５％となっている。 

「雇用している」と回答した事業所を規模別にみると、従業員数１００～３００人規模が９７．１ 

％と最も多く、次いで３０～９９人規模が９４．０％、１０～２９人規模が８１．６％、１～９人規

模が５８．０％となっており、規模の大きさに比例して、高年齢者を雇用している割合が高くなって

おり、従業員数３０人以上の事業所では、９割を超えている。（図１８） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)高年齢者の雇用形態 

６０歳以上の高年齢者を雇用していると回答した事業所に、高年齢者の雇用形態について尋ねたと

ころ、全体では「嘱託・契約社員」が最も多く５３．４％、次いで「正社員」が４４．９％、「パー

トタイマー」が２３．４％、「派遣」が１．７％、「その他」が１．５％となっている。 

規模別にみると、従業員数１～９人規模では「正社員」が最も多く５９．２％、次いで「嘱託・契

約社員」が２５．５％、「パートタイマー」が２４．５％、「派遣」と「その他」が同率で３．１％

となっており、１０～２９人規模では「正社員」が最も多く５１．２％、次いで「嘱託・契約社員」

が４５．７％、「パートタイマー」が２２．５％、「派遣」と「その他」が同率で１．６％となって

いる。３０～９９人規模では「嘱託・契約社員」が最も多く７４．５％、次いで「正社員」が          

３４．８％、「パートタイマー」が２３．４％、「派遣」が１．４％で、「その他」はいない。          

１００～３００人規模では「嘱託・契約社員」が最も多く７５．８％、次いで「パートタイマー」が

２４．２％、「正社員」が２１．２％、「その他」が３．０％で、「派遣」はいない。(図１９) 

高年齢者の雇用形態は、従業員数が少ない事業所ほど「正社員」が多く、逆に、従業員数が多い事

業所ほど「嘱託・契約社員」が多いという結果となった。 
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図１８ 高年齢者の雇用の有無〔（S･A）n（東京都）＝511、n（全国）＝19,063〕

雇用している 雇用していない

－ 20 －
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(3)高年齢者雇用安定法に基づく高年齢者の雇用措置の状況 

高年齢者雇用安定法により高年齢者を雇用する措置を講じることが事業所に義務づけられている

が、その状況についてみると、全体では「継続雇用制度を導入している」が７２．３％、「定年年齢

を６５歳以上に引き上げている」が１８．７％、「定年の定めを廃止している」が７．２％の順とな

っている。 

規模別にみると、従業員数１～９人規模では「継続雇用制度を導入している」が４４．９％、「定

年年齢を６５歳以上に引き上げている」が３２．７％、「定年の定めを廃止している」が１９．４％

であり、１０～２９人規模では「継続雇用制度を導入している」が７２．１％、「定年年齢を６５歳

以上に引き上げている」が１９．４％、「定年の定めを廃止している」が６．２％となっている。        

３０～９９人規模では「継続雇用制度を導入している」が８８．７％、「定年年齢を６５歳以上に引

き上げている」が９．９％、「定年の定めを廃止している」が０．７％となっており、     

１００～３００人規模では「継続雇用制度を導入している」が８４．８％、「定年年齢を６５歳以上

に引き上げている」が１２．１％、「定年の定めを廃止している」が３．０％となっている。(図２０) 

いずれの従業員規模でも、講じている措置の比率が高い順番は同じだが、従業員数３０人以上の事

業所では、８割以上が継続雇用制度を導入している。 
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図１９ 高年齢者の雇用形態〔（M･A）n（東京都）＝401、n（全国）＝14,297〕
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－ 21 －
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図２０ 高年齢者の雇用措置の状況〔（S･A）n（東京都）＝401、n（全国）＝14,087〕

定年の定めを廃止している 定年年齢を６５歳以上に引き上げている

継続雇用制度を導入している 該当者がいないので対応していない

－ 22 －
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１０．障がい者の雇用 

(1)障がい者の雇用の有無 

障がい者の雇用の有無について、全体でみると「雇用している」と回答した事業所が１６．４％、 

「雇用していない」と回答した事業所が８３．６％となっている。 

「雇用している」と回答した事業所を規模別にみると、従業員数１００～３００人規模が６４．７ 

％と最も多く、次いで３０～９９人規模が２６．７％、１０～２９人規模が８．９％、１～９人規模 

が４．７％となっている。（図２１） 

平成２２年７月に行った同様の調査では、「現在障がい者を雇用している」と回答した事業所は 

全体で２１．５％であった。 

従業員規模別でみても、１００～３００人規模が６３．９％、３０～９９人規模が３１．４％、 

１０～２９人規模が１２．４％、１～９人規模が６．４％であり、中小企業における障がい者の雇用

は進んでいないのが現状といえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)障がい者の雇用人数 

    障害者を雇用していると回答した事業所に、障がい者の雇用人数について尋ねたところ、全体では、

身体障がい者は、「１人」が最も多く７２．９％、次いで「２人」が１６．９％、「３人」が６．８

％、「４人」が３．４％となっている。５人以上と回答した事業所はなかった。 

知的障がい者は、「１人」が最も多く７３．３％、次いで「３人」と「５人以上」が同率で     

１０．０％、「２人」が６．７％となっており、４人と回答した事業所はなかった。 

精神障がい者は、「１人」が６０．０％、「２人」が４０．０％となっている。３人以上と回答し

た事業所はなかった。（図２２） 
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図２１ 障がい者雇用の有無〔（S･A）n（東京都）＝511、n(全国）＝19,028〕

雇用している 雇用していない

－ 23 －
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（注）「障害者の雇用の促進等に関する法律」では、事業主に対して、その雇用する労働者に占める身体

障がい者・知的障がい者の割合が一定率（法定雇用率）以上になるよう義務づけている（精神障がい

者を雇用した場合は、身体障がい者・知的障がい者を雇用したものとみなされる）。また、平成２５

年４月から法定雇用率は１．８％から２．０％へと引き上げられ、障がい者の雇用を義務づけられる

事業所も従業員５６人以上から、５０人以上へと変更される。 

 

(3)障がい者の新規雇用予定 

障がい者を雇用していないと回答した事業所に、障がい者を新規に雇用する予定について尋ねたと

ころ、全体では、「新規雇用する予定はない」が９２．５％、「新規雇用を検討中」が６．１％、「新

規雇用する予定がある」が１．４％となっている。 

規模別にみると、従業員数１～９人規模では、「新規雇用する予定はない」が９７．５％、「新規

雇用を検討中」が１．９％、「新規雇用する予定がある」が０．６％となっていて、１０～２９人規

模では、「新規雇用する予定はない」が９３．０％、「新規雇用を検討中」が６．３％、「新規雇用

する予定がある」が０．７％となっている。３０～９９人規模では、「新規雇用する予定はない」が

８９．１％、「新規雇用を検討中」が９．１％、「新規雇用する予定がある」が１．８％となってお

り、１００～３００人規模では、「新規雇用する予定はない」が５０．０％、「新規雇用を検討中」

が３３．３％、「新規雇用する予定がある」が１６．７％となっている。（図２３） 

いずれの規模においても、「新規雇用する予定はない」とする回答が最も多くなっているが、平成

２２年７月に行った調査では、新規に雇用する「予定がある」と回答した事業所は、全体でゼロであ

り、「検討中である」も５．４％であった。従業員規模でみても、１～９人規模は「予定がない」が  

１００％、１０～２９人規模は「検討中である」が５．１％（「予定がある」はゼロ）、３０～９９

人規模は「検討中である」が８．６％（同）、１００～３００人規模は「検討中である」が３０．８

％（同）であった。このことから、中小企業においても障がい者を雇用しようとする意欲は高くなっ

ているといえる。 
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(4)障がい者に対する雇用管理上の配慮 

障がい者を雇用していると回答した事業所に、障がい者に対する雇用管理上の配慮（複数回答）

について尋ねたところ、全体でみると、「担当業務・内容の配慮」が最も多く５８．３％、次いで     

「通院・服薬管理など医療上の配慮」が２５．０％、「特に配慮は必要ない」が２２．６％、「短

時間勤務など勤務時間の配慮」が１７．９％、「作業環境、施設・設備・機器の改善」が１６．７

％、「通勤手段の確保・通勤時間の配慮」が１３．１％などとなっている。 

規模別にみると、従業員数１～９人規模では、「担当業務・内容の配慮」が最も多く５０．０％、

次いで「通院・服薬管理など医療上の配慮」と「通勤手段の確保・通勤時間の配慮」が同率で     

３７．５％などとなっていて、１０～２９人規模では、「担当業務・内容の配慮」が最も多く     

５７．１％、次いで「作業環境、施設・設備・機器の改善」と「特に配慮は必要ない」が同率で     

１４．３％などとなっている。３０～９９人規模では「担当業務・内容の配慮」が最も多く          

５０．０％、次いで「特に配慮は必要ない」が３０．０％、「通院・服薬管理など医療上の配慮」

が２５．０％などであり、１００～３００人規模では、「担当業務・内容の配慮」が最も多く         

７７．２％、次いで「短時間勤務など勤務時間の配慮」が４１．０％、「通院・服薬管理など医療

上の配慮」が３１．８％などとなっている。（図２４） 

いずれの規模においても、「担当業務・内容の配慮」とする回答が最も多く、どのような仕事を

担当させられるかが障がい者を雇用するうえでの課題といえる。 
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３０～９９人

１０～２９人

１～９人

東京都全体

全国

図２３ 障がい者の新規雇用予定〔（S･A）n（東京都）＝426、n（全国）＝13,231〕

新規雇用する予定がある 新規雇用を検討中 新規雇用する予定はない
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図２４ 障がい者に対する雇用管理上の配慮〔（M･A）n（東京都）＝84、n（全国）＝3,591〕

短時間勤務など勤務時間の配慮 担当業務・内容の配慮

作業環境、施設・設備・機器の改善 通院・服薬管理など医療上の配慮

業務・健康管理等を支援する者の配置 通勤手段の確保・通勤時間の配慮

特に配慮は必要ない その他
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１１．賃金改定 

(1)賃金改定の実施状況 

平成２４年１月１日から同年７月１日までの賃金改定の実施状況については、全体で「引上げた」

が３６．５％（前年度比６．４ポイント増）で最も多く、次いで「未定」が３３．９％（同７．０     

ポイント減）、「今年は実施しない（凍結）」が１４．７％（同０．９ポイント増）、「７月以降引

上げる予定」が１０．０％（同２．１ポイント増）、「引下げた」が２．９％（同１．５ポイント減）、

「７月以降引下げる予定」が２．０％（同０．９ポイント減）の順となっている。（表４） 

前年度と比較すると「引上げた」及び「７月以降引上げる予定」が増加し、「引下げた」と「７月

以降引下げる予定」が若干減少していることなどから、賃金の改定状況は上昇傾向にあるものと思わ

れる。 

 

表４ 賃金改定の実施状況 [(S・A) ｎ(東京都)＝510、ｎ（全国）＝18,939] 

                               （単位：％、（ ）内は前年度の数値） 

         項目 

 

業種計・規模 

引上げた 引下げた 
今年は実施し

ない（凍結）

７月以降引上

げる予定 

７月以降引下

げる予定 
未 定 

全   国 
３３．４ 

(３０．０) 

２．３ 

(３．０)

２７．１

(２５．２)

５．７ 

(５．２)

   １．０ 

(１．０) 

３０．６ 

 (３５．６)

東 京 都 
３６．５ 

(３０．１) 

   ２．９ 

(４．４)

  １４．７

(１３．８)

  １０．０ 

   (７．９)

    ２．０ 

   (２．９) 

３３．９ 

(４０．９)

[規模別] 

１～  ９人 

１０～ ２９人 

３０～ ９９人 

１００～３００人 

 

１５．４ 

３４．２ 

５８．４ 

５５．９ 

 

  ５．３ 

  ２．５ 

  ０．７ 

  ３．０ 

 

  １８．３

  ２１．５

   ５．４

   ５．９

 

  ５．３ 

  ８．２ 

 １４．１ 

 ２３．５ 

 

  ５．３ 

   － 

  ０．７ 

   － 

 

 ５０．３ 

 ３３．５ 

 ２０．８ 

 １１．８ 

 

(2)平均所定内賃金及び平均昇給額・昇給率 

平均昇給額と昇給率を業種計でみると、単純平均では３，０８０円（１．０９％）、加重平均で   

３，９６０円（１．３９％）、製造業でそれぞれ２，５４７円（０．９３％）、４，３１０円     

（１．５８％）、非製造業ではそれぞれ３，８４７円（１．３０％）、６，３９６円（２．１０％）

であった。（表５） 
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表５ 平均昇給額及び昇給率 

（上段：単純平均・下段：加重平均） 

業種                    区分 平成２３年度 平成２４年度 

 平均昇給額（円） 平均昇給額（円） 平均昇給率（％）

    業   種   計 ▲１３７
３，３５４

３，０８０ 
３，９６０ 

１.０９
１.３９

 

 
製 造 業 計 

▲１６０
３，２７１

２，５４７ 
４，３１０ 

０.９３
１.５８

 

 

製 

 

 

 

 

造 

 

 

 

 

業 

食料品製造業 
４，６２５
６，２１９

４，７１２ 
１０，０３３ 

１.７８
３.７４

繊維工業 
６，３７１
５，４７７

４，８９３ 
７，６０１ 

１.７８
２.８６

木材・木製品製造業 
▲７，８６１

▲１４，７４１
▲７，１８２ 

▲４３ 
▲２.４３
▲０.０１

印刷・同関連業 
１，５９２
２，９６２

４，１３６ 
２，１１５ 

１.６４
０.８５

窯業・土石製品製造業 
▲５，８４４
１，８２７

３，７８６ 
３，５６６ 

１.３１
１.２６

化学工業 
３，２１２
４，３４３

３，８００ 
３，７１９ 

１.３９
１.３５

金属・同製品製造業 
８１１

１，４２０
２，７２７ 
３，５８７ 

０.９９
１.３１

機械器具製造業 
６，２８９
７，１２２

２，５０７ 
３，８０６ 

０.９２
１.３６

その他の製造業 
▲１０，２６２

３，０３３
▲５５ 

２，６４９ 
▲０.０２
１.０２

非 

 

製 

 

造 

 

業 

非 製 造 業 計 
▲１１６

３，４３６
３，８４７ 
６，３９６ 

１.３０
２.１０

情報通信業 
▲１，０２８
２，３１８

１０，３８９ 
１３，２０６ 

３.５０
４.１６

運輸業 
２，９７９
３，５４１

４２２ 
２，２３３ 

０.１６
０.８２

建設業 
１，２４０
４，５２０

１，０９６ 
４，１９８ 

０.３５
１.２８

卸・小売業 
３，４３２
３，４９７

３，６７３ 
４，３２１ 

１.２５
１.５２

 

 

 

卸売業 
３，７８７
３，６６９

５，２５０ 
４，２７２ 

１.７７
１.５０

小売業 
２，２６０
１，７７９

▲５，０００ 
５，４８４ 

▲１.８０
２.２７

サービス業 
▲７，０９８
１，９５８

３，２２７ 
４，９９０ 

１.１０
１.５８

規模別でみると、単純平均では、従業員数１～９人規模が▲９１３円（▲０．３３％）、１０～ 

２９人規模が３，０６８円（１．０８％）、３０～９９人規模が５，１６０円（１．８２％）、 

１００～３００人規模が５，９７９円（２．１７％）であり、加重平均では、１～９人規模が 

▲６７３円（▲０．２４％）、１０～２９人規模が３，０８５円（１．０５％）、３０～９９人規模

が５，１０１円（１．７９％）、１００～３００人規模が６，８９７円（２．４８％）となっている。 

なお、賃金改定後の平均所定内賃金及び平均昇給額・昇給率は全体で、次頁のとおりである。      

（表６） 
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 表６ 賃金改定後の平均所定内賃金、平均昇給額・昇給率 

                                      （上段：単純平均・下段：加重平均、（ ）内は全国の数値） 

 

   過去１０年間にみる平均昇給額及び昇給率（単純平均）の推移は、次のグラフに示すとおりである。

（図２５・２６） 

                                                                                            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

賃金改定 
改定後の平均所定内

賃金 
平均昇給額 平均昇給率 

引上げた事業所 

２８８，３５９円 

(２４９，７２６円)

  ６，５９４円 

(５，７３３円)

   ２.３４％ 

   (２.３５％) 

２９０，９２９円 

(２５１，２４１円)

  ６，３６２円 

(４，４５９円)

    ２.２４％ 

   (１.８１％) 

引下げた事業所 

２３５，７７４円 

(２４４，１８４円)

  ▲２８，４９０円 

（▲２１，７０３円）

▲１０.７８％ 

（▲８.１６％） 

２６４，９３６円 

(２４３，０８６円)

   ▲７，７４２円 

（▲１１，３４２円）

▲２.８４％ 

（▲４.４６％） 

▲ 0.24

1.03

1.82
2.44

1.83 1.86
2.11 2.11

1.92

1.09

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

平成15年度 16 17 18 19 20 21 22 23 24

図２５ 過去１０年間の平均昇給率（単純平均） （単位：％）
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図２６ 過去１０年間の平均昇給額（単純平均） （単位：円）
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